八峰町行政改革大綱
１　行政改革の基本テーマ
　新町まちづくり計画に掲げた将来像「白神の自然と人とで創るやすらぎのまち」を実現するため、次の３つのテーマを掲げ、行政改革を推進します。
（１）新しいまちづくりと地方分権への対応
　本格化する地方分権の進展や少子高齢化による人口減少、国の財政事情による地方交付税の削減、補助金の削減や縮小、町財政の硬直化など、町政を取り巻く状況は非常に厳しいものになっています。このような社会経済状況の変化に柔軟かつ的確に対応していくため、行政改革に取り組みます。
（２）公正で透明性の高い行政の推進
　地方分権の進展により地方自治体の自己決定、自己責任による行政施策の実施が求められています。
　住民への説明責任を果たし、住民と行政が一体となって新しいまちづくりを推進するため、情報公開制度の適切な運用のもと積極的に行政情報を提供するとともに、行政運営のより一層の公正の確保と透明性の向上を図ります。
（３）新町まちづくり計画及び八峰町総合振興計画の着実な推進
　行政改革により新町まちづくり計画及び八峰町総合振興計画の効果的かつ着実な推進に取り組みます。
２　計画期間
　本大綱は平成１８年度から平成２１年度までの４年間の計画とします。ただし、随時見直しを行うこととします。
３　重点的に取り組むべき事項
　次の事項について、重点的に改革を推進します。
　①住民と行政の協働によるまちづくり
　②住民ニーズに対応した組織づくり
　③健全な行財政運営の推進
　④指定管理者制度の活用と民間委託等の推進
　⑤職員給与の適正化
　⑥職員の定員管理と人材育成
　⑦第三セクターの見直し
　⑧公営企業の経営健全化
①住民と行政の協働によるまちづくり
１）行政協力員制度の見直しについて
　　　これまで地区単位に設置していた行政協力員を自治会単位に置くこととし、人数　　が多いのでを調整します。また、協力員の負担を軽減するため配布日を毎月2回と     します。
２）広聴活動の充実について
　　　町政に対する町民からの意見を聴取する方法と機会の拡大を図るとともに、広く　　町民の意見が町政に反映されるよう努力します。
３）コミュニティ活動への支援について
　　　これからの分権社会で重要な役割を担うコミュニティについて、町民の自主的な　　活動を促しながら、活動への支援に努めます。
４）男女共同参画社会の形成について
　　　町で委嘱する各種委員に女性を登用するとともに、家庭・地域・職場などのあら　　ゆる分野において、男女共同参画社会の形成を目指します。
５）ゴミ収集体制の見直しについて
　　　八森地区のゴミ収集体制を、個別収集方式から峰浜地区で実施しているステー　　ション方式に切替えます。
６）ゴミ減量化対策の見直しについて
　　　平成１７年度で実績がない「ボカシ」による生ゴミ処理の薬品購入助成を廃止しま　　す。
７）資源ゴミ回収報奨金、クリーンアップ事業の見直しについて
　　　自治会等の積極的な活動を推進し、資源ゴミ回収報奨金、環境衛生活動報償費　　及び大掃除実施済み証の交付を廃止します。
８）放課後児童クラブ負担金について
　　　これまで八森地区で無料であった放課後児童クラブ負担金について、峰浜地区
　　に合わせて有料にします。
９）農道及び農業用水路等の維持管理支援の見直しについて
　　　 町が管理している農道以外の農道維持管理については、農業者等が自ら実施　　 するものであることから、町管理農道以外への整備事業を廃止します。
　　　また、農業用水路等の通常の維持管理についても、農業者等が自ら実施するも　　　のであることから、農業用水路等維持管理団体への支援を廃止します。
10）農業委員会関係手数料の新設について
       これまで無料で発行していた耕作証明書、競公売買受適格証明書、非農地証      明書、贈与税の納税猶予に関する証明書、農業従事証明書について、新たに手      数料を設けます。
②住民ニーズに対応した組織づくり
11）役場庁舎の建設について
　　 　役場庁舎の建設については、将来展望も視野に入れて検討します。
12）機構改革等による課・係の見直しについて
　　   多様化する住民サービスに柔軟に対応していくためには、効率的・合理的な課・　　 係の設置が必要となることから、機構改革等による課・係の見直しを常に検討して　　 いきます。
13）塙川出張所の見直しについて
    戸籍電算システムの構築により、塙川出張所を、郵便局等を活用した「ワンストッ
プサービス」への切替えを検討します。
14）小学校の統廃合について
　  小学校の統廃合について、八森地区については旧八森町で協議した３小学校　　 の統合内容を尊重することとし、峰浜地区の小学校については住民の考えや意見　を調査し、方向付けを検討します。
15）子ども園の統廃合と幼保総合施設の整備について
   子ども園の統合については、旧八森町及び旧峰浜村で協議した内容を尊重しな     がら、幼保総合施設の整備を検討します。石川子ども園については、平成１８年度     に休園、平成１９年度以降に廃園とその後の活用方法を検討します。
16）消防団の見直しについて
  消防団組織を見直し、計画的かつ効率的に分団の統合及び団員数の調整を図     ります。
17）用地登記事務、指名審査委員会事務について
  これまで各担当で行っていた用地登記事務及び指名審査委員会事務について、事務の効率化などから管財課で統一して行います。
18）人権擁護委員協議会事務の移管について
   これまで一部役場で行っていた協議会事務を、完全に協議会へ移管します。
19）農園施設等の管理運営について
   ふれあい農園、うきうき農園及び花の家について、他施設との相乗的な事業展開を行うため、産業振興課への所管換えを実施します。
③健全な行財政運営の推進
20）図書追録の見直しについて
   図書追録について必要性等を十分考慮しながら見直しを行います。また、町村合併に伴い、重複する図書追録について廃止します。
21）交通災害等共済助成金の見直しについて
   交通災害共済3歳未満児加入助成金を廃止します。
22）投票区の数の見直しについて
   現在１１箇所ある投票区について、選挙管理委員会と調整を図りながら見直しを実施します。
23）特別職の報酬について
   常勤及び非常勤特別職の報酬について、適正化を図るため、定期的に特別職報酬審議会に諮問します。
24）旅費の見直しについて
  町長等特別職の県内外日当について、見直しを実施します。また、職員の出張については、庁用車利用を基本とします。
25）土地利用の推進について
  国土利用計画を策定し、農業振興地域・自然公園地域等の計画との整合性を図るとともに、計画的な土地利用の推進を図ります。
26）遊休施設等の有効活用について
　遊休施設・土地について現状を把握し、有効的な活用方法を検討します。また、遊休施設になりそうな施設についても、事前に活用方法を検討するようにします。
27）納税貯蓄組合報奨金の見直しについて
 収納金額に応じて支給していた納税貯蓄組合に対する報奨金を、納税貯蓄組合法で定める補助金交付基準に準拠した方式に改めます。
28）各種補助金の整理縮小について
 補助金については、交付団体の事業内容等を精査しながら的確な実態把握に努め、適正な補助額となるよう見直しを実施します。新規補助金については必要性等を十分に検討します。町村合併に伴い、補助金交付団体の類似団体については統合に努めるとともに、適正な補助額となるよう調整します。集中改革プランに掲載している調整団体は納税貯蓄組合連合会、たばこ小売組合、ふるさと会、老人クラブ、遺族会、商工会、はちもりの自然を美しくする会、教育研究会、各社会教育団体、学校災害共済給付掛金補助、芸術文化協会、無形文化財指定団体、文化財保護協会、体育協会、青少年健全育成会議となっているが、その他の団体に　　ついても調整できる団体については調整します。
29）法定外公共物の管理及び調整について
 機能を有していない赤道・水路等について、申請に基づき用途廃止を行い、売り払い等を進めます。
30）予算の編成について
　創意工夫による自主的な事務の見直しや事業の重点化を促進するため、予算の枠配分制度の導入を検討します。
31）基金の運用と検討について
 現在ある各種基金の全体的な見直しを行い、効率的な基金運用ができるよう検討します。
32）交際費及び食糧費の見直しについて
 交際費及び食糧費について、支出基準等を定め、更なる節減に努めます。
33）行政評価について
 施策や事業の成果等を検証・評価するため行政評価システムを導入します。また、その運用にあたっては、効率性や有効性を高めるために目標管理制度の導　　 入を検討します。
34）地域づくり支援事業について
 事業内容が類似しているポンポコ山音楽祭と悠久の森白神フェスティバルを統合して実施します。
35）広報誌広告料収入の増収について
 広報誌（広報はっぽう）に広告欄を新設し、広告料収入の増収を図ります。また、広告媒体として公共施設看板・庁用車・ホームページ等を検討します。
36）在宅介護支援センター運営事業について
 在宅介護支援センター事業を廃止し、介護保険法による地域包括支援センターに在宅介護支援事業を委託します。
37）軽度生活援助事業について
 事業内容が酷似している軽度生活援助事業と生活管理指導員派遣事業を介護保険事業として統一化を図ります。また、現在１回あたりの単価契約を年間契約とし経費の節減を図ります。
38）家族介護慰労金支給事業について
 支給事業の対象者である介護度４又は５の被保険者全員が介護保険サービスを受けていることから、支給見込みがないため、事業を廃止します。
39）心配ごと相談事業について
 福祉に関する相談事業は社会福祉協議会とともに実施してきましたが、通常業務であることから、社会福祉協議会への委託を廃止します。
40）配食サービス事業について
 配食サービス事業は介護保険事業に含まれていることから、独自で実施している事業を廃止します。
41）乳幼児健康診査の見直しについて
 乳幼児健康診査の会場を１箇所とし、経費の節減を図ります。
42）全国保健センター連盟からの脱退について
 情報収集等当初の目的が達成されたため、連盟から脱退します。
43）農業祭の見直しについて
 参加者の減少等により、平成１８年度は中止とします。平成１９年度以降は他の行事との同時開催を検討します。
44）農地・農業用施設災害復旧事業について
 農地・農業用施設災害復旧事業に係る分担金（負担率・負担額）及び設計料の取扱に違いがあるため統一します。
45）能代山本教育委員会連合会負担金の見直しについて
 市町村合併により、負担金の賦課基準の見直しを図ります。
46）外国人青年招聘事業について
 外国人青年（ＡＬＴ）招聘事業について、学校と調整を図りながら人数等について見直しを行います。
47）視聴覚ライブラリーの運営について
 市町村合併により、能代市山本郡視聴覚ライブラリー協議会を廃止します。
48）社会教育委員の見直しについて
 市町村合併により、社会教育委員の人数について見直しを図ります。
49）公民館運営審議会、スポーツ振興審議会の見直しについて
 公民館運営審議会は必置義務がないため、社会教育委員が兼任することとし、報酬の節減を図ります。、また、スポーツ振興審議会については、設置義務がな　　 いため廃止します。
50）新生活運動推進協議会の見直しについて
 新生活運動推進協議会を廃止し、事業を婦人会に引き継ぐこととします。
51）合同修祓式の見直しについて
 合同修祓式の開催方法を実行委員会方式とし、助成金の見直しを実施します。
52）スポーツ少年団事業の見直しについて
 スポーツ少年団事業について、町主催で行うこととし、各団体への補助金を廃止します。
④指定管理者制度の活用と民間委託等の推進
53）公共施設等の運営管理について
 全ての公の施設について、効果的かつ効率的な運営管理のあり方を検討し、必要な施設については指定管理者制度の活用等により民間委託を推進します。（施設・業務ごとの取組み目標は別紙のとおり）
54）学校給食センターの管理運営について
 学校給食センターについて、民間委託等を視野に入れて、管理運営のあり方を検討します。
⑤職員給与の適正化
55）給与の適正化について
 国や他の地方公共団体の動向を踏まえつつ給与の適正化に努めます。また、町民の理解が得られるよう積極的に公表します。
56）特殊勤務手当の見直しについて
 平成１８年度において一部の特殊勤務手当を廃止しましたが、その他についても妥当性等について検討します。
57）時間外勤務手当の縮減について
 職員の適正配置や業務の提携等により、時間外勤務手当の縮減に努めます。
⑥職員の定員管理と人材育成
58）職員の定員管理について
 定員適正化計画を作成し、事務事業の整理、組織の合理化、職員の適正配置に努めるとともに、積極的な民間委託や町民との協働によるまちづくりの推進を図りながら、極力、職員数の抑制を図ります。
 職員の採用については、合併後１０年間は退職者５名につき１名、その後は退職者２名につき１名の採用を基本とします。
59）技能労務職員について
 民間委託等の推進を検討しながら、当分の間採用しないこととします。
60）臨時職員について
 嘱託制度については合併時において廃止しました。臨時職員については、組織機構における業務の内容を考慮しながら効果的に配置するとともに、経費の節減や住民サービスの向上に繋がるような雇用形態を検討します。
61）職員の人材育成について
 人材育成基本計画を策定し、効果的な職員研修を実施し、職員一人ひとりの意識改革と、より一層の資質の向上を図ります。
62）人事評価制度の導入について
 職員の能力や実績等を重視した、公正で客観的な人事評価システムの早期構築を図ります。
⑦第三セクターの見直し
63）点検評価の実施について
 第三セクター評価委員会を設置し、管理運営状況を検証します。
64）情報公開の充実について
 財務諸表や財政支援状況、点検評価の結果等についてホームページ等を活用し、情報公開に努めます。
65）類似業種の統合について
 業種が酷似している㈱ポンポコ山とハタハタの里観光事業㈱について、連携を図るとともに統合を検討します。
66）出資の引き揚げについて
 (有)峰浜培養について、借入金の返済等経営状況をみながら、出資引き揚げを検討します。
⑧公営企業の経営健全化
67）給水装置工事申込手数料等の見直しについて
 これまで両町村で違いのあった給水装置工事申込手数料、開閉栓手数料、指定給水装置工事事業者手数料について料金を統一し、収益増を図ります。
68）水道メーター検針の見直しについて
 一部直営で実施している水道メーター検針について全部委託します。
69）下水道処理施設の水質検査業務等委託料について
 下水道処理施設の水質検査業務、下水道処理施設から発生する汚泥の運搬業務について、それぞれ一括発注により委託します。
４　行政改革の推進にあたって
（１） 本大綱に掲げた諸改革については、計画期間内において、町民や関係団体等の   理解と協力を得ながら実現に努めます。
（２） 行政改革の推進にあたっては、町長を本部長とする八峰町行政改革推進本部を中心に、職員一人ひとりがその重要性を認識し、全庁をあげた取組みを実施します。
（３） 八峰町行政改革推進本部は、毎年度、改革の進捗状況を取りまとめ、町議会や行政改革懇談会に報告し意見を伺うとともに、広報誌等を通じて町民に分かりやすく公開します。
（４） 大綱において、改革目標が「検討」とされている事項については、早急に具体化に   向けた取組みを進め、その実現に努めます。

